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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波外科器具のためのエンドエフェクタであって、
　基端部及び先端部を有する超音波ブレードと、
　基端部及び先端部を備え、前記ブレードに対して移動できるように構成されたクランプ
アームとを含み、
　前記クランプアームがクランプ面を有し、そのクランプ面と前記ブレードとの間に組織
をクランプするように前記クランプアームが配置されており、
　前記クランプ面が、少なくとも１つの長手方向の軸を画定しており、その軸が隆起した
クランプ面を画定しており、
　前記隆起したクランプ面が、前記隆起したクランプ面の基端部における第１の高さと、
前記隆起したクランプ面の先端部における第２の高さとを有しており、前記第１の高さは
前記第２の高さより大きく、
　前記隆起したクランプ面の高さが、前記隆起したクランプ面の先端部から隆起したクラ
ンプ面の基端部にかけて、非直線状に移行していることを特徴とするエンドエフェクタ。
【請求項２】
　前記隆起したクランプ面が、前記隆起したクランプ面の先端部から前記隆起したクラン
プ面の基端部にかけて、曲面形状を有していることを特徴とする請求項１に記載のエンド
エフェクタ。
【請求項３】
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　前記曲面形状は、前記エンドエフェクタの閉動作の際の、前記隆起したクランプ面の長
手方向の軸に沿った前記隆起したクランプ面の速度の変化に対応していることを特徴とす
る請求項２に記載のエンドエフェクタ。
【請求項４】
　前記曲面形状が正弦波形状であることを特徴とする請求項２に記載のエンドエフェクタ
。
【請求項５】
　前記正弦波形状は、前記エンドエフェクタの閉動作の際の、前記隆起したクランプ面の
長手方向の軸に沿った前記隆起したクランプ面の速度の変化に対応していることを特徴と
する請求項４に記載のエンドエフェクタ。
【請求項６】
　前記隆起したクランプ面の断面が矩形であることを特徴とする請求項１から５のいずれ
かに記載のエンドエフェクタ。
【請求項７】
　前記隆起したクランプ面の断面が三角形であることを特徴とする請求項１から５のいず
れかに記載のエンドエフェクタ。
【請求項８】
　前記隆起したクランプ面の断面が丸いことを特徴とする請求項１から５のいずれかに記
載のエンドエフェクタ。
【請求項９】
　前記クランプ面の断面が丸いことを特徴とする請求項１から８のいずれかに記載のエン
ドエフェクタ。
【請求項１０】
　前記ブレードが丸い断面を有することを特徴とする請求項１から９のいずれかに記載の
エンドエフェクタ。
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
　関連特許
　本願は、言及することを以って本明細書の一部とする２００１年１１月８日出願の米国
仮特許出願第６０／３３８，２７１号の恩典及び優先権を主張するものである。
【０００２】
　発明の分野
　本発明は、超音波クランプ凝固装置などの超音波外科器具に使用するための改良された
組織パッド及びブレードに関する。
【０００３】
　発明の背景
　超音波外科器具は、そのユニークな性能特性によって様々な外科処置にますます適用さ
れるようになってきた。それぞれの外科器具の構成及び動作パラメータによるが、超音波
外科器具は、組織の切断と実質的に同時に凝固による止血を行い、患者の外傷を最小化す
るのが理想である。切断動作は通常、器具の先端部のエンドエフェクタが接触している組
織に超音波エネルギーを送ることで行われる。開放手術、腹腔鏡または内視鏡外科手術の
ために、このような超音波器具の特性を利用することができる。
【０００４】
　超音波エネルギーを患者の組織に送るためにエンドエフェクタに対して組織を押圧する
クランプ機構を含む超音波外科器具が開発されてきた。このような器具は、言及すること
を以って本明細書の一部とする米国特許第５，３２２，０５５号に開示されている。
【０００５】
　上記したタイプのクランプ凝固装置の超音波エンドエフェクタについての様々な構成が
知られている。様々な構成により、組織の切断及びそれと同時に行う凝固を所望の程度に
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達成することに注意を払いながら、組織がエンドエフェクタまたはブレードに係合する方
法を最適化することができる。
【０００６】
　現在の器具では、外科医は、その器具の締付ける力を大きくして切断の速度を速めるこ
とができるが、凝固させることができる組織の量が減少し、止血能力が低下する。この影
響は、所定のブレードジオメトリに対してはブレードの幅が大きいほど顕著である。現在
利用できる器具で最初の切断と止血を達成するためには、外科医は様々な方法の内の１つ
の方法でエネルギーを加えなければならない。一例では、外科医はブレードの異なった面
（鋭い表面及び鈍い表面）を用いることができる。まず、器具の鈍いモードで組織構造に
エネルギーを加えてその構造を凝固させ、次いで器具の鋭いモードでその構造を切断する
。この方法は時間がかかるため、進んだ外科医は、エネルギー印加の際に組織構造に加え
る圧力を変化させて切断を改良した第２の方法を採用している。現在の器具での経験から
、低い圧力で組織構造を凝固させ、高い圧力で組織構造を切断できることが分かっている
。この方法では、素早く最初の切断と止血を行うことができるが、適切に実施するのが困
難な場合があり、再現が難しい。
【０００７】
　また、超音波装置は、大きな組織を把持したときに不均一に切断することが分かってい
る。これは、超音波装置の先端部の速度が、そのノードからの距離に比例する正弦波とし
て低下するためである。正弦波のエネルギープロフィールを有するブレードによって一定
の力が組織に加えられると、組織に供給されるエネルギーも同様に正弦波プロフィールを
有する。この変化するエネルギープロフィールが、組織の凝固効果及び切断効果の両方に
影響を与え、ジョー内の組織の位置によってこれらの両方の効果が変化してしまう。
【０００８】
　例えば、米国特許第５，３２２，０５５号に開示されているような従来の超音波医療装
置では、クランプアームまたはクランプ装置によって組織がブレードの側面に押圧される
。この構成では、組織が共振システムに対する摩擦抵抗負荷となる。共振システムに対す
る摩擦抵抗は、発生器がこのシステムに対する摩擦抵抗に比例してより多くのエネルギー
をブレード及び組織に加えることで克服できる。組織の摩擦抵抗は、少なくとも２つのパ
ラメータ、すなわちブレードの速度及び組織とブレードの境界面に加えられる力に相関す
る。殆どのシステムでは、ブレードの速度はユーザーが発生器で選択し、１回の切断の間
、維持される。しかしながら、ブレードの速度は、その長さにおいて変化するものである
。一般的なシステムでは、ブレードの速度は、ブレードの先端部で最大であり、第１の導
波管ノードに向かって基端側に移動する概ね正弦波として低下する。組織とブレードの境
界面にける力は、クランプアームによって組織がブレードに対して圧縮されることで生成
される。この圧縮は、器具インターフェイスで外科医が加える圧力に相関する。従って、
器具が、１回の切断の組織切断面に加えられる圧縮を変化させることができれば、送られ
るエネルギーの量、従って組織のバイオエフェクトを制御することができる。
【０００９】
　組織は粘弾性であるため圧縮が重要である。従って組織が、超音波ブレードとクランプ
アームなどの２つの構造間で圧縮されると、組織は粘性と弾性の両方の特性を現す。組織
の粘性特性により、組織が器具のジョーから僅かに流出する。組織の弾性特性により、圧
縮された時にばねのように作用する。つまり、クランプアームと器具ブレードの両方の境
界面に対して組織が加える力は、組織が圧縮された距離に比例する。従って、組織の圧縮
距離が変化すると、組織に加えられるエネルギーが変化し、得られる組織のバイオエフェ
クトも変化する。外科医が把持する力を弱めると、組織が圧縮される距離が小さくなり、
組織に加えられるエネルギーが減少し、これにより組織凝固の際に伝達されるエネルギー
が減少する。力すなわち組織の圧縮が大きくなると、組織に加えられるエネルギーが大き
くなり、これにより切断することができる。しかしながら、凝固と同じ付近が切断される
可能性が高くなり、シール効果が低くなる恐れがある。
【００１０】
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　ここに説明した組織効果を最大化する超音波クランプ凝固装置を提供することが理想で
ある。本発明は特に、高さが変化する表面を備えた組織パッドを含め、改良されたクラン
プアーム構造に関する。本発明の組織パッド及びブレードは、この理想を実現するために
開発された。
【００１１】
　発明の要約
　エンドエフェクタのジオメトリを超音波クランプ凝固装置の複数の機能が最適化される
ようにした超音波外科器具を提供する。このようなエンドエフェクタは、組み合わせてま
たは別々に用いることができる特別に形成された超音波ブレード及び組織クランプパッド
の組み合わせを含む。この超音波ブレード及び組織クランプパッドによって、使用中の切
断及び凝固の量を制御することができる。このような制御は、超音波ブレードと組織クラ
ンプパッドの組み合わせによって、アクティブなブレードに対して押圧された時に圧縮さ
れる組織の量を制御して、所望の凝固ゾーン及び切断ゾーンにすることで達成することが
できる。
【００１２】
　具体的には、本発明は、加える締付け力によって組織に対する圧縮を変化させて、組織
の特定部分に供給されるエネルギーの量を制御するようにデザインされた圧縮ゾーンを提
供する。圧縮力は圧縮の距離に正比例するため、本発明は、組織効果を制御するべく高さ
が変化している組織接触パッドを備えたクランプアームを提供する。２つの凝固ゾーンの
間に切断ゾーンを直接配置することにより、凝固ゾーンが切断の両側に形成され、強いシ
ールを得ることができる。代替の実施形態では、ブレードは、組織効果を制御するべく高
さが変化している組織接触面を含むことができる。
【００１３】
　一実施形態では、本発明は、切断ゾーン及び凝固ゾーンの両方を段のような圧縮断面を
有する組織パッドの形態にする。パッドの最も高い部分により、組織により多くのエネル
ギーが配向されてその組織が切断され、一方、パッドの低い部分により、組織の圧縮が弱
まってその組織が凝固する。別法では、組織パッドは、段の替わりに断面の高さ寸法が変
化するようにできる。
【００１４】
　代替の実施形態では、組織パッドの寸法が、ブレードの先端部からブレードの基端部に
かけて変化している。一実施形態では、組織パッドの隆起した部分は、ブレードの先端部
からブレードの基端部にかけて高さが変化している。別法では、パッドの凝固ゾーン部分
が、ブレードの先端部からブレードの基端部にかけて高さが変化している。別の実施形態
では、組織パッドの隆起部分の幅が、組織パッド（またはブレード）の先端部から基端部
にかけて変化している。
【００１５】
　更に別の実施形態では、組織パッドとブレードが互いに接触した時に組織パッドの中央
部分とブレードの中央部分とが接触して切断ゾーンを形成し、組織パッド及びブレードの
残りの部分がその切断ゾーンの両側に２つの凝固ゾーンを形成するように、その組織パッ
ドが連続した丸い組織接触面を備え、そのブレードが、その接触面に対向した、同様に連
続した丸い組織接触面を備えている。組織パッド及びブレードの曲線によって形成された
これらの凝固ゾーンは、切断ゾーンからの距離の関数として圧縮が減少するゾーンを形成
している。これにより、この実施形態が様々な厚みの組織に対応でき、段付き組織パッド
のデザインよりも改良されている。
【００１６】
　本発明の更なる実施形態は、溝すなわちＵ字型のクランプ面を採用している。この実施
形態は、従来のクランプ／凝固装置 パッドデザインよりも格段に広い凝固ゾーンを提供
する。またＵ字型クランプ面により、器具の向きに関係なく、圧縮モードで組織をブレー
ドに接触するべく、組織の試料が超音波ブレードを確実に覆うようにできる。組織切断面
を圧縮することで、組織をジョー内に維持し、血管などのチューブ状構造の改良されたシ
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ールが可能となる。
【００１７】
　当業者には明らかなように、本発明は、限定するものではないが、従来の内視鏡及び開
放外科器具、並びにロボット支援外科手術に適用することができる。
【００１８】
　本発明のこれら及び他の特徴並びに利点は、例示目的で本発明の原理を例示する添付の
図面を見ながら以下の詳細な説明を読むと明らかになるであろう。
【００１９】
　本発明の新規な特徴は、具体的に添付の特許請求の範囲に記載した。しかしながら、構
造及び動作方法についての本発明自体、並びに本発明の更なる目的及び利点は、添付の図
面を参照しながら以下の説明を読むと最もよく理解できるであろう。
【００２０】
　発明の詳細な説明
　本発明を詳細に説明する前に、本発明の適用または使用が、以下の説明及び添付の図面
に例示された構成部品の詳細な構造及び構成に限定されるものではないことに留意された
い。本発明の例示された実施形態は、別の実施形態、変更形態、改良形態に含めることが
できつと共に様々な方法で実施可能である。更に、特段の記載がない限り、ここで用いる
用語及び表現は、本発明の例示的な実施形態を読者に分かり易いように説明するために選
択されたものであって本発明を限定することを意図するものではない。
【００２１】
　後述する任意の実施形態、実施形態の表現、例、及び方法を、後述する他の任意の実施
形態、実施形態の表現、例、及び方法と組み合わせることができることを理解されたい。
例えば、限定するものではないが、任意のエネルギーディレクタは単独で用いてもよいし
、ここに記載するエンドエフェクタと組み合わせて用いてもよい。
【００２２】
　加えて、エネルギーディレクタ及び他の構造についての寸法は、説明目的であって本発
明の範囲を限定するものではない。
【００２３】
　更に、本発明は直線ブレードの形態で例示しており、言及することをもって本明細書の
一部とする米国特許第５，３２２，０５５号、同第５，８７３，８７３号、同第５，９５
４，７４６号、同第６，２１４，０２３号、及び同第６，２５４，６２３号に例示されて
いるような装置に有用である。本発明はまた、言及することをもってその内容の全てを本
明細書の一部とする米国特許第６，２８３，９８１号、同第６，３２５，８１１号、及び
同第６，４３２，１１８号に例示されているような曲線状ブレードを備えた超音波装置に
も等しく適用することができる。
【００２４】
　図１に、超音波クランプ／凝固医療器具のエンドエフェクタ２０が示されている。図示
されているように、この医療器具１０の先端部は、器具シャフト１２、その器具シャフト
１２から延出した超音波ブレード２２、及び図示されている方向に器具シャフトで回動す
る可動クランプアーム２４を含む。クランプアーム２４は、ブレード２２と協働するよう
に取り付けられた組織パッド２５を含む。組織パッド２５は、テフロン（登録商標）また
は他の好適な低摩擦材料から形成されるのが好ましい。この構成では、組織が組織パッド
２６とブレード２２との間に把持される。図２に、組織パッド２６及び超音波ブレード２
２の断面図が示されている。この断面図には、上記装置の３つの重要な寸法、すなわちＷ
ｂ、Ｗｐ、及びＷｄが例示されている。Ｗｂは、ブレード自体の全幅であり、Ｗｐは、組
織パッド２６の隆起部分すなわちエネルギーディレクタ２８の幅である。理想的には、Ｗ
ｂに対するＷｐの比率は、器具を使用する時に生じる凝固に対する切断の比率を決定する
値よりも小さい値である。Ｗｂに対するＷｐ（Ｗｐ：Ｗｂ）の比率の範囲は、好ましくは
約１：２未満であるが、Ｗｐの寸法は、０．０１インチ（０．２５４ｍｍ）と小さくする
ことができる。Ｗｄもまた非常に重要である。なぜなら、Ｗｄが、隆起したクランプ部分



(6) JP 4302524 B2 2009.7.29

10

20

30

40

50

２８の下側の組織とブレード幅の残りの下側の組織とのエネルギー印加の比率を決定する
。Ｗｄの値が大きければ大きいほど、隆起部分２８の両側における組織ゾーンの凝固が小
さくなる。好ましいＷｐに対するＷｄ（Ｗｄ：Ｗｐ）の比率は、１：４よりも大きく２：
１よりも小さい範囲である。しかしながら、より重要なことは、推定された組織の厚みに
対するＷｄの比率である。凝固ゾーン及び切断ゾーンに圧力を加えるため、Ｗｄは、横切
される組織の全厚みよりも小さくすべきである。
【００２５】
　当業者にはよく知られているように、クランプパッド２６及び隆起部分２８は、図１ｂ
に示されているように、エンドエフェクタの組織把持能力を高めるために集合的に把持す
るまたは個々に把持する歯２５を含むように改良することができる。歯２５は、米国特許
第６，０６８，６４７号に開示されているように配列することができる。
【００２６】
　図３‐図５に、図１の超音波クランプ/凝固器具１０と共に使用するための組織パッド
２６及びブレード２２の代替の実施形態が示されている。図１と同じ構成要素には同じ参
照番号が付されている。図３に例示されているように、組織パッド２６は、三角形の断面
を有する隆起したクランプ部分すなわちエネルギーディレクタ３０を有する。パラメータ
Ｗｂ、Ｗｐ、及びＷｄは、図２に示されている寸法と同じ寸法を画定しているが、隆起し
たクランプ領域は更に、角θ１によって画定されている。この角は、切断速度を高めると
共に薄い切断を実現する楔形領域を画定している。角θ１の値に対する唯１つの制限は、
得られるエネルギーディレクタが構造的に不安定にならない厚みを有さなければならない
ことである。
【００２７】
　図４に例示されているように、組織パッド２６は、２つのエネルギーディレクタ及び離
隔距離Ｗｃを有する。臨界パラメータＷｐ１及びＷｐ２（エネルギーディレクタ３２及び
３４のそれぞれの幅）、Ｗｄ及びＷｂも図示されている。この実施形態では、エネルギー
ディレクタにより、器具が一度に組織試料の複数の切断を行うことができる。これにより
、ファロピー管などの組織構造を閉止して結紮し、そのファロピー管の試料を採取するこ
とができる。脈管の場合、この実施形態を用いて脈管に二重シールを設けることができる
。上記した実施形態と同様に、Ｗｂに対するＷｐ１+Ｗｐ２の比率は、凝固組織に対する
切断組織の比率を決定し、上記した比率と同様である。パラメータＷｃにより、Ｗｐ１と
Ｗｐ２によって画定される２つの切断部間の組織の量を制御することができる。Ｗｐ１及
びＷｐ２の寸法は、上記した実施形態に類似しているが、Ｗｃは、組織の試料を採取する
場合には、間隔の効果を見るためにＷｐの約２倍である。
【００２８】
　図５に、組織パッド２６、超音波ブレード２２、及びエネルギーディレクタ３６の部分
断面図が示されている。寸法Ｗｂ、Ｗｐ、及びＷｄが、図２に示されている寸法と同じ寸
法を画定しているが、隆起したクランプ領域３６が更に半径ｒ１によって画定されている
。この半径は、図３の実施形態よりは切断が遅いが、図１の実施形態の切断よりも速い隆
起した組織パッド部分を画定している。また、凝固領域に対する切断領域の比率を大きく
することもできる。図５に、ｒ１が正確にＷｐの２倍となるように合わせられたｒ１の中
心が示されているが、この位置から半径をずらして、曲線が全直径の一部のみを示すよう
にすることも可能である。こうすることにより、Ｗｐの２倍よりも大きい半径を用いるこ
とができる。
【００２９】
　図４及び図５にはまた、ブレード２２に設けられる代替のエネルギーディレクターが例
示されている。図４において、エネルギーディレクター３２ａ及び３４ａが、エネルギー
ディレクター３２及び３４に対向してブレード２２上に波線で示されている。エネルギー
ディレクター３２ａ及び３４ａは、単独で使用することもできるし、前記した従来技術の
文献に開示されているような現在利用できる組織パッドと共に用いることもできる。別法
では、エネルギーディレクター３２ａ及び３４ａは、エネルギーディレクター３２及び３
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４と組み合わせて用いることもできる。図５に示されているエネルギーディレクター３６
ａは、単独で用いてもよいし、エネルギーディレクター３６と組み合わせて用いることも
できる。ブレード２２に配置されたエネルギーディレクターは、ブレード２２の機械加工
中に製造することができる。
【００３０】
　本発明の更なる実施形態が図６及び図７に示されている。図１と同じ構成要素には同じ
参照番号が付されている。この実施形態では、組織パッド２６の先端部からその基端部に
かけて非直線上（すなわち曲線経路）に配置された１つのエネルギーディレクター３８が
設けられている。図７に、臨界パラメータＷｂ、Ｗｐ、Ｗｐ２、及びＷｄが例示されてい
る。Ｗｂはブレード２２の幅であり、影響を受ける組織の全域を決定する。Ｗｄは、エネ
ルギーディレクター３８の高さであり、切断ゾーンと凝固ゾーンの圧力差の比率を決定す
る。Ｗｐは、エネルギーディレクタの幅であり、Ｗｂに対するＷｐの比率が、切断組織に
対する凝固組織の比率を決定する。パラメータＷｐ２は、Ｗｐの寸法にわたるエネルギー
ディレクターの経路の拡散を決定する。好ましくは、Ｗｐ２は、Ｗｐの約２倍であってＷ
ｂよりも小さい。図６に例示されている実施形態は、本発明の前記した実施形態と同様に
適用することができる。
【００３１】
　本発明の更なる実施形態が図１３－図１６に示されている。図１と同じ構成要素には同
じ参照番号が付されている。この実施形態では、隆起部分すなわちエネルギーディレクタ
ー４０は、先端部から基端部にかけて寸法が異なっている。図１４に、超音波ブレード及
び組織パッドの臨界寸法Ｗｂ、Ｗｐ、Ｗｄ１、及びＷｄ２が例示されている。Ｗｂは、超
音波ブレードの幅であって、装置による影響を受ける組織の量を決定する。Ｗｐはエネル
ギーディレクターの幅であって、Ｗｂに対するＷｐの比率が、装置を使用した時の切断組
織に対する凝固組織の比率を決定する。Ｗｄ１は、組織パッド２６の先端部におけるエネ
ルギーディレクター４０の高さを示し、Ｗｄ２は、組織パッド２６の基端部におけるエネ
ルギーディレクター４０の高さを示す。Ｗｄ２はＷｄ１よりも大きく、エネルギーディレ
クター４０の高さは、Ｗｄ１からＷｄ２に線形に変化する。当業者には明らかなように、
エネルギーディレクター４０の高さは非直線状に変えることもできる。
【００３２】
　図１５に、図面を見易くするためにクランプアーム及び組織パッドが省略された超音波
クランプ／凝固装置の例示的なエンドエフェクタの側面図が示されている。このグラフは
、エンドエフェクタの速度がその流さに沿ってどのように変化するかを示している。具体
的には、エンドエフェクタの速度は正弦波状に進む（ノードで０で、エンドエフェクタの
最先端で最大である）。図１６は、図１３及び図１４に示されているクランプアーム２４
、組織パッド２６、及びエネルギーディレクター４０の側面図を示し、寸法Ｗｄ１及びＷ
ｄ２を例示し、エネルギーディレクターの高さが組織パッドの先端部から組織パッドの基
端部にかけて非直線状に移行しているのを示す。この移行により、図１５のグラフに示さ
れている先端部の速度の低下に比例した曲線状のエネルギーディレクターの表面が形成さ
れているため、速度の低下につれてエネルギーディレクターの高さが増し、これにより組
織に供給されるエネルギーが一定に保たれる。
【００３３】
　図１‐図７及び図１４の実施形態は丸い断面を有するブレード２２と共に用いるのが好
ましい。図８に、脈管すなわちチューブ状構造を切断し、かつその切断した組織の両端を
シールするべく、組織を圧縮している超音波クランプ／凝固装置の先端部の断面図が示さ
れている。別々の縁を有する組織パッド２８及び超音波ブレード２２がクランプアーム（
不図示）の回動によって互いに近接すると、組織の壁部Ｔ１及びＴ２が互いに密着して、
一緒に圧縮される。図２の超音波ブレード２２からエネルギーが放射され、エネルギーデ
ィレクター２８によって組織に配向されると、Ｔ１及びＴ２の２つの壁部が凝固され、か
つ切断される。図９に、凝固及び切断された後の図８の組織の左側部分の断面が示されて
いる。組織結合における欠陥が、組織の粘弾特性及び超音波ブレードの鋭い縁によって形
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成されている。この組織結合の欠陥により壁部Ｔ２が薄くなり、これにより組織結合が弱
くなり、脈管の場合は、シール部に定格低破裂圧力が加わる。図１０に、脈管すなわちチ
ューブ状構造を切断して結合するべく、その組織を圧縮している超音波クランプ／凝固装
置の先端部の好適な実施形態が示されている。この実施形態では、超音波ブレードは丸い
断面を有し、図８に示されているような鋭い縁を形成していない。加えて、横切の際に圧
力が加えられると、切断ゾーンの高圧部分が、切断中に形成された凝塊を凝固ゾーンの低
圧領域に押し出し、その凝塊が脈管の圧縮されていない内腔内に送られる。次いでこの凝
塊の温度が下がり、その内腔内にシールすなわちプラグが形成されシールの効果が高まる
。
【００３４】
　図１１に、エネルギーが加えられて切断及び凝固された後の図１０に示されている組織
の右側部分の断面図が示されている。超音波ブレードの形状のため、組織の欠陥１がなく
、弱い部分が存在しない。
【００３５】
　図１２ａ及び図１２ｂに、隆起領域を有するエネルギーディレクター２８の代替の実施
形態が例示されている。エネルギーディレクター２８は、図１１に示されている組織効果
を与えることができる曲線状ブレード２２と組み合わせられている。図１２ａに、切断ゾ
ーンからの距離の関数として圧縮を変化させる台形状のエネルギーディレクター２８部分
が示されている。これらの両実施形態は、様々な厚みの組織に有効である。
【００３６】
　図１７及び図１８に、超音波切断／凝固器具１０と共に用いるのに有用な組織パッド２
７及びブレード２３が例示されている。この実施形態では、組織パッド２７はＵ字型であ
ってパラメータａ及びｂを有し、超音波ブレードは矩形であって臨界パラメータＷｂを有
する。パラメータｂに対するパラメータａの比率が、サイドスロット４２及び４４に圧縮
されている組織に供給されるエネルギー対するブレード直下の組織に供給されるエネルギ
ーの比率を決定する。パラメータＷｂは、凝固ではなく切断される組織の量を決定する。
組織パッドの両側面が超音波ブレードの周りに組織を集めるのを助け、上記した実施形態
よりも大きな凝固ゾーンが形成される。図１８において、Ｕ字型組織パッド２７が、角β
を含む複雑なジオメトリを有する。この実施形態では、パラメータｂの値を、組織パッド
の側壁に沿って上方に移動した時に変化すなわち増大させることができる。これにより、
この領域内で散逸するエネルギーの量が減少し、凝固される量が増大する。角βの値は、
必要な凝固の量に依存する設計の選択の問題である。
【００３７】
　Ｕ字型組織パッドの利点は、組織パッドと超音波ブレードとの間で組織が圧縮されてい
る時の組織効果の試験から最もよく理解できるであろう。図１９を参照すると、チューブ
状組織の試料が、「上方」方式、すなわち組織パッド２６が上部にある方式でブレード２
２と組織パッド２６との間で圧縮されている。この構成では、組織のクランプ面が組織の
切断面より上である。重力により、組織が超音波ブレード２２の両側に垂れ下がり、組織
構造に対する曲げの力が示されている。これにより、上部壁すなわちクランプ面に引張荷
重がかかり、底部壁すなわち切断面に圧縮荷重がかかる。超音波ブレードが組織に対して
作動している時に切断面が圧縮力によりジョー内に維持されるため、凝固プロセスの間、
２つの壁部が密着した状態に維持され、良好なシールが形成される。
【００３８】
　一方、図２０に、ジョーが「下方」、すなわち組織パッドが底部にある状態でチューブ
状組織がジョー内で圧縮されている時のチューブ状組織の断面図が示されている。この図
において、組織の切断面が組織のクランピング面の上にある。この構成では、組織が曲げ
荷重の上部に切断面を有しているため、組織が切断される時に組織に引張り力が加わる。
組織は粘弾性であるため、切断される時に組織がジョーから逃げ、これにより壁部が凝固
ゾーン内で圧縮される時間が短くなり、組織構造のシールが弱くなる。
【００３９】
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　図２１及び図２２に、Ｕ字型組織パッド及びその中で圧縮されている組織の断面図が示
されている。図２１に、組織パッドが底部にある「下方」位置の器具が示されており、図
２２には、組織パッドが上部にある「上方」位置の器具が示されている。図２１及び図２
２のそれぞれに、器具の向きに関係なく組織の切断面が圧縮されているのが示されている
。Ｕ字型組織パッドが重力による影響を受けていない組織に曲げ荷重を加えている。従っ
て、超音波ブレードと接触している組織は、器具が横になったとしても常に圧縮ゾーンに
存在する。
【００４０】
　本発明の実施形態及び方法の幾つかの表現である上記説明は、単に例示目的である。本
発明は、開示した厳密な形態、寸法、及び方法に限定されるものではなく、上記説明から
明らかなように様々な改良及び変更が可能である。例えば、当業者には明らかなように、
ここに開示した超音波システム及び方法は、本発明の明らかな改良がロボットシステムに
適合することを考慮すれば、ロボット支援外科手術に同様に適用することができる。本発
明の範囲は、添付の特許請求の範囲によってのみ限定されるものである。

　本発明の実施態様は以下の通りである。
　　（１）
　超音波外科器具のためのエンドエフェクタであって、
　基端部及び先端部を有する超音波ブレードと、
　基端部及び先端部を備え、前記ブレードに対して移動できるように構成されたクランプ
アームとを含み、
　前記クランプアームがクランプ面を有し、そのクランプ面と前記ブレードとの間に組織
をクランプするように前記クランプアームが配置されており、
　前記クランプ面が、少なくとも１つの長手方向の軸を画定しており、その軸が隆起した
クランプ面を画定していることを特徴とするエンドエフェクタ。
　　（２）
　前記隆起したクランプ面の断面が矩形であることを特徴とする実施態様（１）に記載の
エンドエフェクタ。
　　（３）
　前記隆起したクランプ面の断面が三角形であることを特徴とする実施態様（１）に記載
のエンドエフェクタ。
　　（４）
　前記隆起したクランプ面の断面が丸いことを特徴とする実施態様（１）に記載のエンド
エフェクタ。
　　（５）
　前記隆起したクランプ面が、前記クランプアームの前記基端部における第１の寸法と、
前記クランプアームの前記先端部における第２の寸法とを有することを特徴とする実施態
様（１）に記載のエンドエフェクタ。
　　（６）
　前記クランプ面の断面が丸いことを特徴とする実施態様（１）に記載のエンドエフェク
タ。
　　（７）
　前記隆起したクランプ面が、前記少なくとも１つの長手方向の軸に対して非線形である
ことを特徴とする実施態様（１）に記載のエンドエフェクタ。
　　（８）
　前記隆起したクランプ面の断面が矩形であることを特徴とする実施態様（７）に記載の
エンドエフェクタ。
　　（９）
　前記ブレードが丸い断面を有することを特徴とする実施態様（１）に記載のエンドエフ
ェクタ。
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　　（１０）
　超音波外科器具のためのエンドエフェクタであって、
　基端部及び先端部を有する超音波ブレードと、
　基端部及び先端部を備え、前記ブレードに対して移動できるように構成されたクランプ
アームとを含み、
　前記クランプアームがクランプ面を有し、そのクランプ面と前記ブレードとの間に組織
をクランプするように前記クランプアームが配置されており、
　前記クランプ面が２つの長手方向の軸を画定しており、その各長手方向の軸が隆起した
クランプ面を画定していることを特徴とするエンドエフェクタ。
　　（１１）
　少なくとも１つの前記隆起したクランプ面の断面が矩形であることを特徴とする実施態
様（１０）に記載のエンドエフェクタ。
　　（１２）
　少なくとも１つの前記隆起したクランプ面の断面が三角形であることを特徴とする実施
態様（１０）に記載のエンドエフェクタ。
　　（１３）
　少なくとも１つの前記隆起したクランプ面が、前記クランプアームの前記基端部におけ
る第１の寸法と、前記クランプアームの前記先端部における第２の寸法とを有することを
特徴とする実施態様（１０）に記載のエンドエフェクタ。
　　（１４）
　少なくとも１つの前記クランプ面の断面が丸いことを特徴とする実施態様（１０）に記
載のエンドエフェクタ。
　　（１５）
　少なくとも１つの前記隆起したクランプ面が長手方向の軸に対して非線形であることを
特徴とする実施態様（１０）に記載のエンドエフェクタ。
　　（１６）
　前記隆起したクランプ面の断面が矩形であることを特徴とする実施態様（１０）に記載
のエンドエフェクタ。
　　（１７）
　超音波外科器具のためのエンドエフェクタであって、
　基端部及び先端部を有する超音波ブレードと、
　基端部及び先端部を備え、前記ブレードに対して移動できるように構成されたクランプ
アームとを含み、
　前記クランプアームがクランプ面を有し、そのクランプ面と前記ブレードとの間に組織
をクランプするように前記クランプアームが配置されており、
　前記クランプ面がＵ字型の溝を画定していることを特徴とするエンドエフェクタ。
　　（１８）
　前記ブレードが丸い断面を有することを特徴とする実施態様（１０）に記載のエンドエ
フェクタ。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１ａ】隆起した表面を備えたクランプ組織パッドを有する超音波エンドエフェクタの
斜視図である。
【図１ｂ】隆起した表面を備えた代替実施形態のクランプ組織パッド及び超音波エンドエ
フェクタの斜視図である。
【図２】ブレード及び代替実施形態の組織パッドの断面図である。
【図３】ブレード及び代替実施形態の組織パッドの断面図である。
【図４】ブレード及び代替実施形態の組織パッドの断面図である。
【図５】ブレード及び代替実施形態の組織パッドの断面図である。
【図６】超音波エンドエフェクタ及び代替実施形態の組織パッドの斜視図である。
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【図７】図６の組織パッド及びブレードの断面図である。
【図８】クランプパッドと鋭い縁のブレードとの間に圧縮された組織の模式図である。
【図９】図８の切断された組織の左側部分を示す模式図である。
【図１０】クランプパッドと丸い縁のブレードとの間に圧縮された組織の模式図である。
【図１１】図１０の切断された組織の右側部分の模式図である。
【図１２ａ】隆起した表面を有するクランプパッドの代替実施形態を示す断面図である。
【図１２ｂ】隆起した表面を有するクランプパッドの代替実施形態を示す断面図である。
【図１３】超音波エンドエフェクタ及び代替実施形態の組織パッドの斜視図である。
【図１４】図１３の組織パッド及びブレードの断面図である。
【図１５】ブレードの長さに沿って変化する速度を表わす模式図である。
【図１６】図１３の組織パッド及びブレードの側面図である。
【図１７】Ｕ字型クランプパッドと協働するブレードの代替実施形態の断面図である。
【図１８】図１７のブレードと協働する代替実施形態のＵ字型クランプパッドの断面図で
ある。
【図１９】ブレードの位置による組織効果を示す模式図である。
【図２０】ブレードの位置による組織効果を示す模式図である。
【図２１】図１７の実施形態の組織効果を示す模式図である。
【図２２】図１７の実施形態の組織効果を示す模式図である。

【図１ａ】 【図１ｂ】

【図２】
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